
様式１ 

R5 

（記入例） 

令和５年度 町自治会交付金自治会活動等実施結果報告書 

 

令和６年３月３１日  

 

（宛先）津市長 

 

 

（〒郵便番号） 

住 所 津市○○町△―× 

申請者  団体名 ○○○自治会 

代表者  会長 津市 太郎  

電 話 ○○○-○○○○ 

※自署でない場合は、記名と押印が必要です。 

 

令和５年〇月〇日付け津市指令○地第○○号で交付決定等を受けた令和５

年度町自治会交付金に係る自治会活動等の実施結果を津市自治会等交付金交

付規則第１１条の規定により、次のとおり報告します。 

 

 

１ 交付決定等を受けた額  146,000 円 

 

２ 自治会活動等の実施成果及び収支決算書 

  別紙記載のとおり 

 

  

受付者欄 

 

自治会長本人の私印、又は自
治会長之印を押印してくださ
い。※スタンプ印（シャチハ
タ等）は不可 
自治会長の自署の場合は押印
を省略できます。 

令和６年３月３１日時点

の自治会長名で作成して 

ください。 



様式２ 

 

R5 

（記入例） 

※ 町自治会活動事業に要した費用の収支及び交付金の使途を明らかにした書類及び帳簿

を自治会において最低５年間の保存をお願いします。

    令和５年度自治会活動等の実施成果及び収支決算書 

町

自

治

会

活

動

事

業 

実

施

成

果 

 
 地域の環境美化、安全確保、総会等会議の開催など、自治会におけ
る公益的活動を実施し、自治会活動の推進及び地域福祉の増進を図る
ことができた。 
（その他、追記事項があれば以下へご記入ください） 

収   入 支   出 

項 目 金 額 項 目 金 額 交付金使用額 

交付金 38,000 会議費 10,000 10,000 

※上記の交付金の使用先を右の支出

欄にご記入ください。 

水道光熱費 

(防犯灯電気代) 
30,000 28,000 

 
  

   

   

   

合 計 40,000 38,000 

広
報
配
布
等
協
力
事
業 

広報配布等協力事業として、令和５年度は次のとおり配布しました。 

市及び関係機関の発行物の配布に関する協力 

広報配布世帯数 100 世帯（令和５年度分）  

 

 
交付金（広報配布事業） 108,000 円 

※当該交付金の支出項目への記載は必要ありません。 

町自治会活動事業として、当該交付金
を活用した項目、金額を記入してくだ
さい。 
自治会の決算資料を全て転記する必要
はありません。 

交付金を活用できる項目につ
いては、「交付金の対象とな
る経費一覧」を確認くださ
い。 

令和４年４月１日現在の広報
配布世帯数と交付金の額を記
載してください。 

円 円 円 



 

 

「町自治会活動事業」における交付金の対象となる経費一覧 

経費項目 主な内容 

手当 役員手当、草刈り手当、ゴミ集積所の清掃手当 

水道光熱費 防犯灯の電気代、集会所の水道光熱費 

会議費 会議や総会の会場使用料、駐車場代、印刷費、お茶代、茶菓

子、弁当代（1,000 円程度） 

環境衛生費 軍手、ゴミ袋、掃除用具購入費、ゴミネット購入費、草刈機

燃料代、参加者へのお茶代（スポーツドリンク代） 

謝金 研修会講師料、祭り開催時の出演料 

保険代 自治会活動に係る保険料、集会所の損害保険料 

交通費 視察研修に係るバス代、自治会関係機関と連絡調整（市主催

の研修会や連合会行事への出席など）に要する交通費 

賃借料 集会所の土地・建物に係る賃借料、AED リース料、音響機器

リース料、機材レンタル料 

郵送料 行事開催に係る案内通知書の郵送料、切手代 

備品費 事業を行うために必要な物品 

事務用品費等 紙、文房具、プリンターのインクなどの消耗品費 

雑費 振込手数料、法被クリーニング代 

市補助を受けてい

ない場合の費用 

防災備蓄品の購入費、防犯灯設置費、集会所の修繕費、掲示

板設置費、ゴミ集積所の修繕費など 

「町自治会活動事業」における交付金の対象とならない経費 

 ・飲食費（慰労会、食事会等） 

 ・慶弔費 

 ・他団体への寄付金、募金、負担金（※） 

 ・積立金 

 ・予備費、繰越金 

 ・宗教（神事）や政治に関する費用 

 （例：神社、お寺に要する経費、玉串料、宮世話代） 

 ・市から補助・助成等を受けている事業の経費 

（例：防犯灯設置補助、地域防災力強化推進補助金、集会所補助金、掲示板設

置補助、公園管理委託料等） 

 （※）複数の自治会等が連携して取組む特定の事業（地区の体育会、祭りなど）に対する各自治会等の負担

金については、認められる場合もあります。 

 


